
 

 

除去土壌の埋立処分の実証事業に係る協定書 

 

 

宮城県丸森町（以下「甲」という。）と環境省（以下「乙」という。）は、平成

二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事

故により放出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法

（平成 23 年法律第 110 号。以下「放射性物質汚染対処特措法」という。）に基

づく除染等の措置に伴って生じた土壌（以下「除去土壌」という。）の埋立処分

の実証事業の実施について協力することとし、当該実証事業に係る環境の保全

その他安全の確保等を行うため、次のとおり協定書を締結する。 

 

（事業の実施） 

第１条 乙は、放射性物質汚染対処特措法第 53 条及び第 54 条の規定に基づき、

甲の協力を得て、除去土壌の埋立処分に係る実証事業を行うものとする。 

２ 乙は、前項の実証事業を行うに当たり、環境の保全その他安全の確保を行う

ものとする。 

３ 甲は、乙に対し、第 1 項の実証事業に甲が保管している除去土壌を用いるこ

とについて協力するものとする。 

４ 甲及び乙は、実証事業の実施に関する情報を共有するものとする。 

 

（実証事業の実施場所の管理） 

第２条 乙は、実証事業の実施期間中、実証事業を行う場所（以下、「実施場所」

という。）の管理が適切になされるよう、必要な措置を講ずるものとする。 

 

（実証事業に関する説明等の対応） 

第３条 乙は、実証事業の実施に当たって、甲の協力のもと、実施場所の周辺住

民等に対する必要な説明の実施等の対応を適切に行うものとする。 

 

（実証事業完了後の措置） 

第４条 乙は、実証事業が完了したときは、速やかに実施場所及び除去土壌を原

状に復するとともに、実証事業の結果について、遅滞なく甲及び実施場所の周

辺住民等に対し説明するものとする。 

２ 乙は、実証事業の結果の如何に関わらず、甲が丸森町内で保管する除去土壌

の処分に関し、誠意をもって甲の協議に応じるものとする。 

 

（異常な事態への対応） 

第５条 乙は、実証事業に伴って実施場所の周辺環境に著しい影響が及ぶと認め



 

 

られる事態又はそのおそれがある事態が生じた場合、甲乙協議の上、責任を持

って適切な措置を講ずるものとする。 

 

 

（協定の改定） 

第６条 甲又は乙は、この協定に定める各事項につき改定すべき事由が生じたと

きは、その改定を申し出ることができる。この場合において、甲及び乙は、そ

れぞれ誠意をもって協議に応ずるものとする。 

 

（その他） 

第７条 この協定の実施に関し必要な事項及びこの協定に定めのない事項につ

いては、甲及び乙が協議して別に定めることができるものとする。 

 

 

この協定締結の証として、協定書２通を作成し、甲及び乙それぞれ１通を保有

するものとする。 

 

令和３年 11月 22日 

 

甲 宮城県伊具郡丸森町字鳥屋 120番地 

                          

丸森町長 保 科 郷 雄    

 

 

 

乙 東京都千代田区霞が関 1-2-2 

 

環境省環境再生・資源循環局長  室 石 泰 弘 


